











団体が参加する流通産業発展協議会で 2回の会議を通じて，① 2015 年まで出店自制（割引店
は人口 30 万未満・SSM は人口 10 万未満の中小都市），②毎週 2・4 番目水曜日の自律休務を
決めた。
が，国会本会議で，翌年，1 月には割引店および SSM に対する規制を一層強化した流通産
業発展法の改正案が採択され，再び施行されることになった。割引店および SSMの営業時間




























































5）	 	　まず，割引店の売上高において 2012 年 4 月以降，減りつつあることと，新規出店（Eマート・ロッテマー
ト・ホームプラスの大手 3 社）において，2012 年 25 店舗，2013 年 14 店舗，2014 年（1-5 月）0 店舗とし

































































年次 店舗数 従業者数 年間販売額 売場面積
1996 年 737,015 1,533,000 87,510,843 33,753,100
2001 年 627,044 1,414,697 122,428,910 34,777,713
2007 年 608,595 1,475,715 193,413,917 59,620,648








まず，小売店舗数の推移からみることにしよう。1996 年と 2007 年の間に，小売店舗数の急
激な減少が目立つ（11 万店舗減）。2007 年以降の小売店舗数は増加に反転している。つぎに，
従業者数の推移についてである。小売店舗数の推移と同様に 1996 年と 2001 年の間におおよそ
12 万人の減があったが，2001 年以降従業者数は増加しており，1 店舗当たりの従業者数もこ
の間（1996 年－
 
2011 年）に平均で 2.08 人から 2.47 人へと増加した。これは周知のとおりに，
韓国における大型店舗化の拡大を表している。さらに，売り場面積についてである。先ほどみ







年次 1－ 4人 5－ 9人 10 人以上
1996 年 95.7 2.9 1.4
2001 年 95.1 3.3 1.6
2007 年 93.8 4.3 1.9
2011 年 93.5 4.4 2.1
表 3．小売業の規模分布（売上高）
単位：％
年次 1－ 4人 5－ 9人 10 人以上
1996 年 54.2 12.1 33.7
2001 年 39.5 11.7 48.8
2007 年 39.8 17.3 42.9
2011 年 43.2 18.1 36.7
韓国の小売業の特徴は，小規模・零細であることが表 2から確認できる。4人以下の店舗数
では，1996 年に 95.7％，2011 年には 93.5％で，この間わずか 2.2％減っている。しかし，4 人
以下の販売額では 54.2％から 43.2％へと 1割強の減少があった。逆に，10人以上の店舗数では，
1996 年に 1.4％，2011 年に 2.1％で，この期間中徐々に増え（0.7％増），販売額では 33％であっ
11）		　本節で使われているマクロデータは，1996 年データは『総事業体統計調査報告書』統計庁，2001 年は『卸・











まず，大型総合小売業についてである。百貨店は，2001 年 89 店舗から 2007 年 85 店舗に減っ
たが，2011 年再び増加した。しかし，年間販売額は，名目で増加の一途を辿っている。これ
に対して，その他大型総合小売店（割引店）の拡大ぶりは，確認できる。1990 年代半ばまで
には少数に過ぎなかった割引店の店舗数は，2001 年は 238 店舗であったが，2011 年は 472 店
舗で 10 年前より 2倍以上に増えたことになる。2011 年の年間販売額が 2001 年のそれを，2倍
をはるかに超える数値を記録したことから，割引店の年間販売額の急速な拡大が目立つ。
つぎに，飲食料品中心の総合小売業についてである。スーパーマーケットは 2001 年 5,867
店舗であったが，その数が徐々に増え，2011 年には 8,277 店舗までに至った。この間スーパー
マーケットの成長は，近年流通問題として注目されている SSM（企業型スーパーマーケット）


















2001 年 16,134 16,942 9,040 1,582 6,471 377 71,882
2007 年 19,115 29,116 13,086 5,463 6,836 704 124,975


















2001 年 89 238 5,867 4,116 107,365 1,868 507,501
2007 年 85 377 6,947 11,585 89,750 2,734 497,117
2011 年 93 472 8,277 21,879 76,043 3,334 521,528
77韓国における小売競争構造の変化と流通政策の課題
には 13 兆㌆，2011 年には 22 兆㌆となっている。チェーンコンビニは，スーパーマーケット
と同様に成長傾向をみせている。まちの中にある零細総合小売業である「その他飲食料品総合
小売業」は，企業型総合小売業の影響を受けた結果として，2001 年は 107,365 店舗であったが，







2006 年 2008 年 2010 年 2012 年 2013 年
伝統市場数 1,610 1,550 1,517 1,511 1,502
店舗数 225,725 207,329 201,358 204,237 210,433
市場商人数 352,646 362,960 359,375 354,146 351,240
従事者数 301,581 296,005 297,809 298,140 303,571
市場平均売上高 5,787 5,358 4,980 4,502 4,271
店舗平均売上高 48.3 46.4 41.6 33.5 27.4



























まず，伝統市場の数は 2006 年には 1610 か所，2008 年には 1550 か所，2010 年には 1517 か所，
2012 年には 1511 か所，2013 年には 1502 か所になり，徐々に減少傾向である。伝統市場で営
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The Dynamics of Retailer Competition and Issues   
Related to Distribution Policies in South Korea
Dohyeong RYU
Abstract
This paper critically examines how distribution policies (concerning promotion and 
regulation) are formed and implemented for small and medium-sized retailers in South 
Korea based on both the emergence of competition from large-scale supermarkets and 
social demand.
It finds that, unlike Japanese distribution policies, those in South Korea lack the 
perspective of social effectiveness and are deficient in considering businesses as supporting 
communities.
